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1. はじめに 

その 4，5では，壁筋比 0.66%の RC 造せん断壁の静的載

荷実験の概要と実験結果，壁筋比が損傷後の構造性能低

下に与える影響について述べた。 

現行の被災度区分判定基準 1)の被災した RC 造部材の残

存耐震性能を評価する際，部材の損傷度を部材に生じた

最大残留ひび割れ幅の値により判定し，それに応じた耐

震性能低減係数に基づき残存耐震性能を評価している。

しかし，最大残留ひび割れ幅による損傷度分類において，

耐震壁のようにひび割れが多くなる部材では，全変形量

に対し最大残留ひび割れ幅の占める割合が低く，同基準

ではばらつきが大きくなる可能性がある。そこで，既往

研究 4)では，総残留ひび割れ幅を用いて耐震壁部材の損

傷度を区分する方法が提案されている。本報では，計測

データを適用し，損傷量評価法について検討を行う。 

2. 総残留ひび割れ幅を用いた損傷量評価法の概要 

小池らが行った既往研究 4)での提案法では，対角 45°方

向に入る残留ひび割れ幅の合計値（以下，総残留ひび割

れ幅）を用いている。提案法では，図－1 に示すせん断変

形モデルにより，壁板の対角方向の変形量(δ1，δ2)から経

験最大層間変形量(δ)を推定する。なお，この際の計算法

は式(2)に示すが，その詳細は文献 4)を参照されたい。 

層間変形 𝛿 = 𝑥
𝛼𝛽⁄ = 𝛾 ×

𝐻

𝛼𝛽
=

√𝐻2 + 𝐿2

𝛼𝛽2𝐿
(𝛿1 + 𝛿2)    (1) 

ここに x:水平変形(mm)，α:せん断変形残留率(α=0.2~0.3)，

β:層間変形に占めるせん断変形の割合(β=0.9)，δ1 :引張変形

量(δ1=ΣW)，W:ひび割れ幅，δ2 : 圧縮変形量(δ2=0.5δ1) 

また，既往研究 4)では，せん断スパン比の異なる耐震

壁に適用するため，総残留ひび割れ幅を測定区間長さで

除して単位長さあたりのひび割れ幅を「基準化ひび割れ

幅」と定義し（図－2），損傷度を分ける指標としている。 

3. 本実験への適用結果  

3.1 基準化ひび割れ幅による評価  

図－3 に基準化ひび割れ幅の推移を示す。図中の既往推

定式の直線は，既往研究 5)により提案された単位長さあ

たりの総ひび割れ幅（Wt’）を推定する式（式(2)）を本実

験に適用した結果を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 せん断変形モデル 

 

 

 

 

 

図－2 基準化ひび割れ幅の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 基準化ひび割れ幅 

 

𝑊𝑡′ = 1.06(0.04 − 𝑃𝑠)𝑅 × 103    (2) 

ここに Ps： 壁筋比，R：層間変形角(rad.) 

上記の推定式は，壁高さ中央位置におけるひび割れを

合計した値であり，本実験のひび割れ幅測定位置（壁隅

から斜め 45°方向の線）と異なることに留意する必要があ

るが，本実験結果に比べ，既往推定式の方がひび割れ量

を過大に評価する傾向がある。そこで，次節では壁隅か

ら斜め 45°方向の線を横切る総ひび割れ幅により経験変形

を推定し，実験結果との比較・検討を行う。 

H

L 1

2




ShearWall

)(
2

2

2

2

21

22

21

22

2

22

2

21
22

2
2

21
22

1
1

21
























































HL

LH

HL

LH

L

LH

H

H

LH
L

H

L

LH
H

L
γ1 

x1 

x2 

b 

b 

a 

a 

δ 1
/2

δ
2 /2

δ
2 /2

δ 1
/2

(δ
1 +δ

2 ) / 2

γ2 

        せん断変形角 γ 

γ＝γ1＋γ2 

 
b

2ba

a

b

x

21

22
1

1

＋δδ
･

＝＝γ 
 

        
a

2ba

b

a

x

21

22
2

2

δδ
･

＝＝γ




 

   

 21

22

21

22

2

21

22

2

ab2

ba

ab

2ba

b

2ba

a

δδ　＝

δδ
・

δδ
・

γ＝













 

         

せん断変形 x2 

        x2＝γ・a 

           21

22

b2

ba
δδ＝ 


 

 

※ 変形後も鉛直・水平方向の長さがa，bは変わらない。 
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3.2 総ひび割れ幅による経験変形の推定  

図－4に壁体対角方向の歪-層間変形関係，図－5にせん

断変形残留率（式(1)の α）の推移を示す。図－4 から，壁

板対角方向の歪では，圧縮歪：引張歪は 1:2 の割合で推移

しており，δ2=0.5δ1 とした。また，図－4 において小変形

時は，変形残留率が高いが，層間変形角 0.1％程度以降は

概ね 20～30％で推移しており，残留率 20％，30％の場合

について，層間変形を推定した。結果を図－6 に示す。な

お，β の値は，既往研究と同様にせん断変形割合が 9 割程

度の傾向が見られたため，β=0.9 を用いた。図－5 から，

残留率 20％では推定変形が実際の層間変形より大きく，

安全側に推定できている。 また，全体的にばらつきはみ

られるが，壁筋比の違いにより推定精度に大差はなく，

概ね経験最大層間変形を推定できていることがわかる。

本研究に適用した損傷度及びその分類基準となる基準化

ひび割れ幅(測定区間は壁隅から 45°方向の線を横切る位

置)を，既往研究 4)によるそれらと併せ，表－1 にまとめ

る。同表より既往研究の結果に比べ本研究による基準化

ひび割れ幅の値が若干小さくなっているが，両者はほぼ

変わらないことが確認された。 

4. まとめ 

(1)せん断壁では，壁体対角方向の圧縮歪：引張歪は壁筋

比の大小に関わらず概ね 1:2 の割合，せん断変形残留率は

層間変形角 0.1%以降では 20~30%となることを確認できた。 

(2) 壁隅から斜め 45°方向の線を横切る総ひび割れ幅をも

とにした基準化ひび割れ幅による損傷量評価は，壁筋比

の異なるせん断壁においても，変形量の推移ととらえら

れており，損傷度を評価する判断手法として有用である

と考えられる。 

(3)総ひび割れ幅から地震時に経験した最大層間変形を推

定したが，壁筋比により推定精度に大差はなく，せん断

変形の卓越する壁においては概ね推定できると考えられ

る。また，今後はせん断スパン比を変化させ曲げ変形割

合が増加した壁についても検討が必要である。 
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図－4 対角方向の歪-層間変形関係 

 

 

 

 

 

 

図－5 せん断変形残留率の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 推定層間変形と実際の層間変形の関係 

表－1 損傷度と基準化ひび割れ幅 
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